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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材上に形成された下層と該下層上に形成された上層とを備える積層塗膜を形成する塗
装方法であって、
　前記下層を形成するための下層用塗料として熱硬化型塗料を準備し、かつ、前記上層を
形成するための上層用塗料として熱硬化型塗料を準備する準備工程と、
　前記基材上に前記下層用塗料及び前記上層用塗料をウェットオンウェットで積層して未
硬化積層塗膜を形成する形成工程と、
　前記未硬化積層塗膜に焼付け処理を施して前記下層用塗料及び前記上層用塗料を同時に
硬化させる焼付工程と、
を含んでおり、
　前記準備工程において、前記下層用塗料及び前記上層用塗料として、前記焼付工程の焼
付け後期における前記下層用塗料と前記上層用塗料の収縮率差の絶対値が１．０％以下と
なるように選択する、
ことを特徴とする塗装方法。
【請求項２】
　前記上層用塗料の前記焼付工程の焼付け後期における収縮率が０～２０％の範囲にあり
、かつ、
　前記下層用塗料の前記焼付工程の焼付け後期における収縮率が０～２０％の範囲にある
、
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ことを特徴とする請求項１に記載の塗装方法。
【請求項３】
　前記上層用塗料が、硬化剤としてメラミン樹脂を含まない塗料であることを特徴とする
請求項１又は２に記載の塗装方法。
【請求項４】
　前記上層用塗料が、熱処理による硬化反応において揮発性生成物を生成しない熱硬化型
塗料であることを特徴とする請求項１～３のうちのいずれか一項に記載の塗装方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、２種類の塗料をウェットオンウェットで積層して同時に焼付ける塗装方法及
びそれにより得られる塗装体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　２種類の塗料をウェットオンウェットで積層した後、焼付ける塗装方法により積層塗膜
を形成する場合において、従来から、すべての塗料を積層した後に積層塗膜を構成するす
べての層が同じ加熱温度で硬化するように各層を形成する熱硬化型塗料を選択し、積層塗
膜全体を硬化させる方法が用いられていた。しかしながら、従来の塗装方法では、下層を
焼付けてから上層を形成する塗料を積層して焼付けた場合に比べて、積層塗膜の肌及び光
沢が劣るという問題があった。このため、積層塗膜の肌及び光沢を向上させるために種々
の方法が提案されている。
【０００３】
　例えば、特開２００７－２８３２７１号公報（特許文献１）には、被塗物に、メラミン
等のアミノ樹脂を架橋剤とした水性着色ベースコート塗料を塗装してベースコート塗膜を
形成せしめ、該ベースコート塗膜が未硬化の状態で、その上にポリイソシアネート化合物
を架橋剤とした水性クリヤコート塗料をウェットオンウェット方式で塗装し積層させ、次
いでベースコート塗膜及びクリヤコート塗膜を一緒に加熱硬化させることを含んでなる複
層塗膜形成方法において、クリヤコート塗料塗装時のベースコート塗膜の固形分濃度と吸
水率を一定範囲内、すなわちベースコート塗膜の固形分濃度が８５質量％以上で、かつ、
ベースコート塗膜の２０℃における吸水率が１０質量％以下とした複層塗膜形成方法、並
びに該複層塗膜形成方法により塗装された物品が開示されている。しかしながら、特許文
献１に記載のような従来の複層塗膜形成方法及び該方法により塗装された物品では、積層
塗膜の肌（平滑性）や光沢などといった外観品質が必ずしも十分なものではなく、肌及び
光沢を自動車の外観品質に要求されるレベルまで向上させることが困難であった。このよ
うに、自動車用鋼板などではより外観品質に優れ且つ耐久性にも優れた塗装体が求められ
ており、ウェットオンウェットによる塗装方法の更なる改良が望まれていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－２８３２７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、上記従来技術の有する課題に鑑みてなされたものであり、２種類の塗料をウ
ェットオンウェットで積層して同時に焼付けて各層を硬化させても、上層表面の凹凸の発
生が十分に抑制された積層塗膜を得ることができる塗装方法、及びそれにより得られる外
観品質が高度に優れた塗装体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、上記目的を達成すべく鋭意研究を重ねた結果、２種類の熱硬化型塗料を
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ウェットオンウェットで積層して同時に焼付け塗装をする場合において、下層を形成する
ための下層用塗料として熱硬化型塗料を使用し、上層を形成するための上層用塗料として
熱硬化型塗料を使用し、これら塗料を焼付工程の焼付け後期における前記下層用塗料と前
記上層用塗料の収縮率差の絶対値が特定の範囲となるように選択した塗料を用いることに
よって、上層が硬化して流動性が著しく低下した後において、上層と下層の界面凹凸の上
層への転写量をより小さくでき、２種類の塗料をウェットオンウェットで積層した後に同
時に焼付けを実施しても外観品質により高度に優れた積層塗膜が得られることを見出し、
本発明を完成するに至った。
【０００７】
　すなわち、本発明の塗装方法は、基材上に形成された下層と該下層上に形成された上層
とを備える積層塗膜を形成する塗装方法であって、
　前記下層を形成するための下層用塗料として熱硬化型塗料を準備し、かつ、前記上層を
形成するための上層用塗料として熱硬化型塗料を準備する準備工程と、
　前記基材上に前記下層用塗料及び前記上層用塗料をウェットオンウェットで積層して未
硬化積層塗膜を形成する形成工程と、
　前記未硬化積層塗膜に焼付け処理を施して前記下層用塗料及び前記上層用塗料を同時に
硬化させる焼付工程と、
を含んでおり、
　前記準備工程において、前記下層用塗料及び前記上層用塗料として、前記焼付工程の焼
付け後期における前記下層用塗料と前記上層用塗料の収縮率差の絶対値が１．０％以下と
なるように選択する、
ことを特徴とする方法である。
【０００８】
　上記本発明の塗装方法においては、前記上層用塗料の前記焼付工程の焼付け後期におけ
る収縮率が０～２０％の範囲にあり、かつ、前記下層用塗料の前記焼付工程の焼付け後期
における収縮率が０～２０％の範囲にあることが好ましい。
【０００９】
　また、上記本発明の塗装方法においては、前記上層用塗料が、硬化剤としてメラミン樹
脂を含まない塗料であることが好ましい。
【００１０】
　更に、上記本発明の塗装方法においては、前記上層用塗料が、熱処理による硬化反応に
おいて揮発性生成物を生成しない熱硬化型塗料であることが好ましい。
【００１２】
　なお、本発明によって上記目的が達成される理由は必ずしも定かではないが、本発明者
らは以下のように推察する。すなわち、従来のウェットオンウェットにより形成した積層
塗膜では、上層を含めすべての層で熱硬化型塗料が用いられ、各層を同じ加熱温度で同時
に硬化させたり、下層から順に硬化を開始するように設計されているため、上層を形成す
る熱硬化型塗料を加熱処理（焼付け処理）により硬化させる際には、その下層においても
熱硬化型塗料の硬化が進行して既に流動性を失った状態となっている。このような積層塗
膜の各層では縮合反応や硬化剤の脱ブロック反応の後の付加反応により熱硬化型塗料を硬
化させるため、この縮合反応や脱ブロック反応により生成した揮発性生成物が、残存する
溶媒とともに揮発し、積層塗膜が収縮して塗膜表面に凹凸が形成される。この塗膜表面の
凹凸は上層が十分に流動性を有している間はその流動などにより緩和されるが、上層の流
動性が硬化により著しく低下した場合には、基材表面や各層の界面の凹凸が上層表面に転
写され、積層塗膜の肌や光沢が悪化するものと推察される。
【００１３】
　また、硬化剤としてイソシアネート化合物やイソシアネート樹脂を含有する熱硬化型塗
料を上層用塗料として用いた場合などにおいては、上層用塗料の硬化速度が速いため、下
層が硬化する前に上層が流動性を失うことが多い。この場合、上層が硬化した後に下層の
硬化が進行するが、従来のウェットオンウェット塗装に用いられていた下層用塗料は、流
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動性に乏しく、下層の硬化の進行に伴う収縮により形成された凹凸が十分に緩和されず、
基材表面や各層の界面の凹凸が上層表面に転写され、積層塗膜の肌や光沢が悪化するもの
と推察される。
【００１４】
　本発明者らは、先ず、上記目的を達成するために、積層塗膜の肌（平滑性）や光沢など
といった外観品質は上層表面の凹凸が少ないほどよいことに着目した。そして、肌となる
凹凸は、スプレー時に基材面上に塗着する塗料量及び乾燥工程（焼付工程も含む）におけ
る塗膜の収縮量が面方向に不均一なことに起因し、光沢を左右する凹凸（肌の場合よりも
短波長）は乾燥工程における塗膜の収縮量が面方向に不均一なことに起因することを見い
だした。また、上記二つの原因で形成される凹凸のうち、スプレー時に基材面上に塗着す
る塗料量が面方向に不均一なことに起因する凹凸は、塗料の微粒化を向上させることによ
って抑制できるが、塗料の有効利用率である塗着効率の低下を招くので、塗料の微粒化を
必要以上に向上させることはコストなどの点で得策でない。このため、肌（平滑性）や光
沢などといった外観品質を向上させるには、乾燥工程での塗膜の収縮量が面方向に不均一
なことに起因する凹凸を減少させることが有利であることを見いだした。そして、本発明
者らは、基材上に下層を形成する塗料及び上層を形成する塗料をウェットオンウェットで
積層した後に、同時に焼付けして積層塗膜を形成する場合、上記の凹凸は主として、下層
用塗料と上層用塗料をウェットオンウェットで積層したときに形成される下層と上層を挟
む界面凹凸が乾燥工程で上層の流動性が著しく低下した後、各層の収縮によって上層表面
に転写されることによって形成され、界面を挟む層の収縮率の差が小さければ界面凹凸の
上層表面への転写量は小さくなることを見いだした。
【００１５】
　そこで、本発明者らは、２種類の熱硬化型塗料をウェットオンウェットで積層して同時
に焼付け塗装をする場合において、下層を形成するための下層用塗料として熱硬化型塗料
を使用し、上層を形成するための上層用塗料として熱硬化型塗料を使用し、これら塗料と
して前記焼付工程の焼付け後期における前記下層用塗料と前記上層用塗料の収縮率差の絶
対値が２．０％以下となるように選択するようにして下層と上層の収縮率差の絶対値を特
定の範囲内に十分に小さくすることによって、上層と下層の界面凹凸及びその上層への転
写量を十分に小さくでき、２種類の塗料をウェットオンウェットで積層した後に同時に焼
付けを実施しても外観品質により高度に優れた積層塗膜が得られるものと推察している。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、２種類の塗料をウェットオンウェットで積層して焼付けて各層を硬化
させても上層表面の凹凸の発生が十分に抑制された積層塗膜を得ることが可能となる。こ
れにより、本発明によれば、肌（表面平滑性）や光沢など外観品質が高度に優れた塗装体
を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明をその好適な実施形態に即して詳細に説明する。
【００１８】
　本発明の塗装方法は、基材上に形成された下層と該下層上に形成された上層とを備える
積層塗膜を形成する塗装方法であって、
　前記下層を形成するための下層用塗料として熱硬化型塗料を準備し、かつ、前記上層を
形成するための上層用塗料として熱硬化型塗料を準備する準備工程（原料塗料準備工程）
と、
　前記基材上に前記下層用塗料及び前記上層用塗料をウェットオンウェットで積層して未
硬化積層塗膜を形成する形成工程（塗装工程）と、
　前記未硬化積層塗膜に焼付け処理を施して前記下層用塗料及び前記上層用塗料を同時に
硬化させる焼付工程（焼付工程）と、
を含んでおり、
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　前記準備工程において、前記下層用塗料及び前記上層用塗料として、前記焼付工程の焼
付け後期における前記下層用塗料と前記上層用塗料の収縮率差の絶対値が２．０％以下と
なるように選択する、
ことを特徴とする方法である。
【００１９】
　（原料塗料準備工程）
　本発明の塗装方法においては、先ず、下層を形成するための下層用塗料、及び、上層を
形成するための上層用塗料を準備する。
【００２０】
　本発明にかかる上層用塗料としては、熱硬化型塗料を使用する。このような上層用塗料
に用いられる熱硬化型塗料としては、塗膜形成可能な熱硬化性樹脂及び硬化剤を含むもの
であればよく、通常の焼付塗装の上層用塗料として使用される熱硬化型塗料が挙げられる
。このような上層用熱硬化型塗料の形態は、溶剤型、水性、粉体のいずれでもよい。上層
用熱硬化型塗料の硬化温度は、特に限定されるものではなく、通常４０～２００℃、好ま
しくは８０～１６０℃である。なお、このような上層用塗料としては、その硬化温度にお
ける重量減少率が０～２０質量％の塗料を使用することが好ましい。このようにすること
により、加熱処理による塗膜の収縮を最小限にすることができる傾向にある。また、この
ような観点から、前記重量減少率が０～１０質量％の塗料を使用することが最も好ましい
。
【００２１】
　なお、本発明において、塗料の硬化温度とは、対象とする塗料を基材上に塗装して加熱
処理を施して塗膜を硬化せしめ、基材上に定着させるために硬化時間などの硬化条件との
関係で最も効率よく硬化できる温度をいい、一般的には塗料毎に設定（設計）されている
焼付温度をいう。本発明では、この硬化温度（焼付温度）としてカタログ値を採用するこ
とができる。
【００２２】
　このような上層用塗料に含まれる塗膜形成可能な熱硬化性樹脂としては、水酸基、グリ
シジル基、カルボキシル基を含有するアクリル樹脂、ポリエステル樹脂、アルキド樹脂、
エポキシ樹脂、ウレタン樹脂などが挙げられるが、これらに限定されるものではない。好
ましい硬化剤としては、イソシアネート化合物、ブロックイソシアネート化合物、イソシ
アネート樹脂、アミノ化合物などが挙げられるが、これらに限定されるものではない。ま
た、これらの熱硬化性樹脂及び硬化剤はそれぞれ１種を単独で用いても２種以上を併用し
てもよい。
【００２３】
　なお、このような上層用塗料に含まれる硬化剤としては、メラミン樹脂を含まないもの
であることが好ましい。このようにすることにより、加熱処理による塗膜の収縮を最小限
にすることができる傾向にある。
【００２４】
　また、このような上層用塗料としては、熱処理による硬化反応において揮発性生成物を
生成しない熱硬化型塗料であることが好ましい。このようにすることにより、加熱処理に
よる塗膜の収縮を最小限にすることができる傾向にある。
【００２５】
　更に、このような熱処理による硬化反応において揮発性生成物を生成しない前記熱硬化
性樹脂と前記硬化剤との組み合わせとしては、水酸基含有アクリル樹脂とイソシアネート
化合物及び／又はイソシアネート樹脂との組み合わせなどが挙げられる。また、更に優れ
た高度な外観品質を得るために、本発明において、前記積層塗膜に熱処理を施し硬化させ
た積層塗膜の上層の上に、熱処理により硬化させる熱硬化型塗料を積層してもよい。この
熱硬化型塗料は熱処理による硬化反応において、実質的に揮発性生成物を生成しない塗料
であることがより好ましい。
【００２６】
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　なお、本発明においては、このような上層用塗料に含まれる熱硬化性樹脂と硬化剤とを
、焼付工程の焼付け後期における前記下層用塗料と前記上層用塗料の収縮率差の絶対値が
前記範囲となるように組み合わせて上層用塗料を選択し調製する。前記熱硬化性樹脂と前
記硬化剤との組合せとしては、水酸基を含有するアクリル樹脂とイソシアネート化合物の
組合せ、水酸基を含有するアクリル樹脂とイソシアネート樹脂の組合せ、水酸基，グリジ
ル基を含有するアクリル樹脂とカルボキシル基を含有するアクリル樹脂の組合せであるこ
とが好ましい。
【００２７】
　更に、このような上層用塗料としては、自動車用塗料及び塗装で用いられるクリア塗膜
（クリア層）を形成するいわゆる「クリア塗料」であることが好ましい。例えば、透明な
塗膜を形成可能な、熱硬化性樹脂と有機溶剤と、必要に応じて紫外線吸収剤などが含有さ
れているものが挙げられる。上記熱硬化性樹脂としては、例えば、水酸基、カルボキシル
基、シラノール基、エポキシ基などの架橋性官能基を有するアクリル樹脂、ポリエステル
樹脂、アルキド樹脂、フッ素樹脂、ウレタン樹脂、シリコン含有樹脂などの樹脂と、これ
らの架橋性官能基に反応し得るメラミン樹脂、尿素樹脂、（ブロック）ポリイソシアネー
ト化合物、エポキシ樹脂化合物または樹脂、カルボキシル基含有化合物または樹脂、酸無
水物、アルコキシシラン基含有化合物または樹脂などの架橋剤とからなるものが挙げられ
る。
【００２８】
　また、本発明の上層用塗料においては、必要に応じて従来公知の着色顔料や光輝性顔料
などが従来公知の範囲で含まれていてもよい。また、各種物性を調整するために粘性制御
剤、表面調整剤、増粘剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、消泡剤などの各種添加剤を従来公
知の範囲で配合してもよい。
【００２９】
　本発明にかかる下層用塗料としては、熱硬化型塗料を使用する。このような下層用塗料
に用いられる熱硬化型塗料としては、塗膜形成可能な熱硬化性樹脂及び硬化剤を含むもの
であればよく、通常の焼付塗装の下層用塗料として使用される熱硬化型塗料が挙げられる
。このような下層用熱硬化型塗料の形態は、溶剤型、水性、粉体のいずれでもよい。下層
用熱硬化型塗料の硬化温度は、特に限定されるものではなく、通常４０～２００℃、好ま
しくは８０～１６０℃である。
【００３０】
　このような下層用塗料に含まれる塗膜形成可能な熱硬化性樹脂としては、アクリル樹脂
、ポリエステル樹脂、アルキド樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂などが挙げられるが、
これらに限定されるものではない。硬化剤としては、アミノ化合物、アミノ樹脂、イソシ
アネート化合物、ブロックイソシアネート化合物、イソシアネート樹脂などが挙げられる
が、これらに限定されるものではない。また、このような熱硬化性樹脂及び硬化剤は、そ
れぞれ１種を単独で使用しても２種以上を併用してもよい。
【００３１】
　なお、本発明においては、このような下層用塗料に含まれる熱硬化性樹脂と硬化剤とを
、焼付工程の焼付け後期における前記下層用塗料と前記上層用塗料の収縮率差の絶対値が
前記範囲となるように組み合わせて下層用塗料を選択し調製する。前記熱硬化性樹脂と前
記硬化剤との組合せとしては、アクリル樹脂とメラミン樹脂の組合せ、ポリエステル樹脂
とメラミン樹脂の組合せ、アクリル樹脂と（ブロック）イソシアネート化合物の組合せ、
ポリエステル樹脂と（ブロック）イソシアネート化合物の組合せであることが好ましい。
【００３２】
　更に、このような下層用塗料としては、自動車用塗料及び塗装で用いられるベース塗膜
（ベース層）を形成するいわゆる「ベース用塗料」であることが好ましい。例えば、既知
の溶剤系着色ベース塗料や水性着色ベース塗料が好適に用いられる。かかる水性着色ベー
ス塗料としては、例えば、顔料と、水に溶解または分散可能な樹脂と、必要に応じて架橋
剤と、溶媒である水とを含有するものが挙げられる。水に溶解または分散可能な樹脂とし
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ては、例えば、１分子中にカルボキシル基等の親水基と水酸基等の架橋性官能基とを含有
する樹脂であって、具体的には、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂な
どが挙げられる。また、架橋剤としては、例えば、疎水性又は親水性のアルキルエーテル
メラミン樹脂、ブロックイソシアネート化合物などが挙げられる。一方、溶剤系着色ベー
ス塗料としては、例えば、顔料と、上記同様の樹脂と、必要に応じて架橋剤と、溶剤とを
含有するものが挙げられる。
【００３３】
　また、本発明の下層用塗料においては、必要に応じて従来公知の着色顔料や光輝性顔料
などが従来公知の範囲で含まれていてもよい。また、各種物性を調整するために粘性制御
剤、表面調整剤、増粘剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、消泡剤などの各種添加剤を従来公
知の範囲で配合してもよい。
【００３４】
　なお、本発明の原料塗料準備工程においては、前記下層用塗料及び前記上層用塗料が、
後述する焼付工程の焼付け後期における前記下層用塗料と前記上層用塗料の収縮率差の絶
対値が２．０％以下となるように前記下層用塗料及び前記上層用塗料を選択する必要があ
る。
【００３５】
　このような上層用塗料及び下層用塗料においては、前記上層用塗料の前記焼付工程の焼
付け後期における収縮率が０～２０％の範囲にあり、かつ、前記下層用塗料の前記焼付工
程の焼付け後期における収縮率が０～２０％の範囲にあることが好ましい。このようにす
ることにより、上層表面の凹凸が少ない積層塗膜を得ることが可能となる傾向にあり、こ
れにより肌（表面平滑性）や光沢など外観品質が高度に優れた塗装体を得ることができる
傾向にある。
【００３６】
　このような上層用塗料及び下層用塗料としては、上層用塗料が酸エポキシ硬化系、イソ
シアネート硬化系、メラミン硬化系の塗料であり、下層用塗料がメラミン硬化系、イソシ
アネート硬化系の塗料であることが好ましい。
【００３７】
　更に、上層用塗料及び下層用塗料の組み合わせとしては、上層用塗料／下層用塗料が、
酸エポキシ硬化系／メラミン硬化系、酸エポキシ硬化系／イソシアネート硬化系、イソシ
アネート硬化系／メラミン硬化系、イソシアネート硬化系／イソシアネート硬化系である
ことがより好ましい。
【００３８】
　（塗装工程）
　次に、本発明の塗装方法においては、前記原料塗料準備工程で準備した下層用塗料及び
上層用塗料を、基材上にウェットオンウェットで積層して未硬化積層塗膜を形成する。
【００３９】
　本発明にかかる基材としては、特に限定されるものではなく、例えば、鉄、アルミニウ
ム、真鍮、銅、ステンレス鋼、ブリキ、亜鉛メッキ鋼、合金化亜鉛（Ｚｎ－Ａｌ、Ｚｎ－
Ｎｉ、Ｚｎ－Ｆｅ等）メッキ鋼等の金属材料、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、
アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン（ＡＢＳ）樹脂、ポリアミド樹脂、アクリル樹
脂、塩化ビニリデン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂等の
樹脂や各種のＦＲＰ等のプラスチック材料、ガラス、セメント、コンクリート等の無機材
料、木材、繊維材料（紙、布等）、発泡体等を挙げることができる。なかでも、金属材料
及びプラスチック材料が好ましく、金属材料が特に好ましい。特に、外観品質に対する要
求特性が高い自動車用鋼板に本発明は好適に適用される。これら基材表面には、予め電着
塗装、又は電着塗装と中塗り塗装などの処理が施されていてもよい。
【００４０】
　本発明にかかる塗装工程においては、先ず、基材上に下層用塗料を塗布し、必要に応じ
て乾燥等により溶媒等を蒸発させて未硬化の下層を形成する。次いで、この未硬化の下層
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の上に上層用塗料を塗布し、必要に応じて乾燥等により溶媒等を蒸発させて未硬化の上層
を形成する。下層用塗料及び上層用塗料の塗布方法としては、エアスプレー塗装、エアー
静電スプレー塗装、回転霧化式静電塗装などの従来公知の方法が挙げられる。
【００４１】
　なお、下層の膜厚は所望の用途により適宜設定することができるが、例えば、加熱処理
後の膜厚で５～５０μｍであることが好ましく、１０～４０μｍであることがより好まし
い。下層の膜厚が前記下限未満では均一な下層の塗膜が得にくくなる傾向にあり、他方、
前記上限を超えると上層の塗膜に含まれる溶媒などを多く吸収する傾向にあるとともに下
層自身に含まれる溶媒の揮発も抑制され積層塗膜の外観品質を悪化させる傾向にある。
【００４２】
　また、上層の膜厚は所望の用途により適宜設定することができるが、例えば、加熱処理
後の膜厚で１５～６０μｍであることが好ましく、２０～５０μｍであることがより好ま
しい。上層の膜厚が前記下限未満では流動性が不十分であり積層塗膜の外観品質が悪化す
る傾向にあり、他方、前記上限を超えると流動性が過度に大きくなり鉛直方向に塗装する
場合にはタレなどの欠陥が発生する傾向にある。
【００４３】
　（焼付工程）
　次に、本発明の塗装方法においては、前記塗装工程において得られた未硬化積層塗膜に
焼付け処理（加熱処理）を施して前記下層用塗料及び前記上層用塗料を同時に硬化させる
。
【００４４】
　なお、焼付工程において、焼付け後期における前記下層用塗料と前記上層用塗料の収縮
率差の絶対値が２．０％以下となるようにすることが必要である。従来のウェットオンウ
ェット積層塗膜では、意図して上層及び下層の組み合わせを選択しないと前記収縮率差の
絶対値２．０％以下が達成できるものではない。前記収縮率差の絶対値が２．０％を超え
ている場合は、上層が硬化して流動性が著しく低下した後において、上層と下層の界面凹
凸の上層への転写量を小さくできず、前記２種類の塗料をウェットオンウェットで積層し
た後に同時に焼付けを実施したときに外観品質に優れた積層塗膜が得られない。また、こ
のような焼付け後期における前記下層用塗料と前記上層用塗料の収縮率差の絶対値として
は、１．０％以下であることがより好ましく、０．５％以下であることが特に好ましい。
このようにすることにより、２種類の塗料をウェットオンウェットで積層して焼付けて各
層を硬化させても上層表面の凹凸の発生が十分に抑制された積層塗膜を得ることが可能と
なる傾向にある。これにより、肌（表面平滑性）や光沢など外観品質により高度に優れた
塗装体を得ることができる傾向にある。
【００４５】
　＜収縮率差の算出方法＞
　本発明において、「収縮率」は、以下の方法により測定される収縮率で定義されるもの
である。すなわち、積層塗膜の状態で上層の流動性が著しく低下した後の各層の収縮率の
測定は困難であるので、上層塗膜及び下層塗膜それぞれの単層膜の状態で塗料の焼付け後
期において硬化反応の揮発性生成物と高沸点溶媒などの残存溶媒の揮発に起因する収縮率
（ω’）を求め、これより焼付工程の焼付け後期における下層用塗料の収縮率及び上層用
塗料の収縮率の「収縮率の差の絶対値」（｜Δω’｜）を算出することにより求める。な
お、この「収縮率」及び「収縮率の差の絶対値」は、焼付工程直前（焼付工程開始時）の
塗膜の重量（ｇ）を基準とし、以下の方法で算出した。
【００４６】
　まず、上層用塗料（Ａ）及び下層用塗料（Ｂ）をそれぞれ熱処理後の膜厚が積層塗膜で
の目標膜厚となるように試料基材（例えば、ステンレス）に塗装し、予備乾燥（例えば、
６０℃で９６時間乾燥）し、次いで１４０℃で３０分加熱硬化させて秤量し、収縮率ω’
を（１）式：
ω’＝１００（Ｙ－Ｚ）／（Ｚ－Ｘ）・・・・・・（１）
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（式中、ω’は揮発性生成物に主として起因する収縮率（％）、Ｘは試料基材の重量（ｇ
）、Ｙは予備乾燥後の試料基材と塗膜の重量（ｇ）、Ｚは１４０℃で３０分加熱硬化させ
た後の試料基材と塗膜の重量（ｇ）を示す。）
に基づいて算出する。
【００４７】
　なお、上層用塗料（Ｕ）及び下層用塗料（Ｌ）の収縮率（ω’）算出は、それぞれ、式
（１－１）及び（１－２）：

ωＵ’＝１００（ＹＵ－ＺＵ）／（ＺＵ－ＸＵ）・・・・・・（１－１）
ωＬ’＝１００（ＹＬ－ＺＬ）／（ＺＬ－ＸＬ）・・・・・・（１－２）
となる。
【００４８】
　次に、下層用塗膜の収縮率と上層用塗膜の収縮率との差の絶対値（｜Δω’｜）を（２
）式： 
｜Δω’｜＝｜ωＬ’－ωＵ’｜・・・・・・（２）
で算出する。
【００４９】
　本発明において、「焼付け後期」とは、予備乾燥後から焼付け完了までの時期を指す。
予備乾燥とは、８０℃で３時間、真空中、６０℃で９６時間塗膜を乾燥させて水分を除去
した状態を指す。焼付け完了とは、１４０℃で３０分焼付けた状態を指す。
【００５０】
　なお、本発明の焼付工程において、前記焼付け処理（加熱処理）は、少なくとも上層が
硬化する温度以上、例えば［前記上層用塗料の硬化温度－２０℃］以上の温度での加熱処
理を含んでいることが好ましい。また、加熱時間は、上層用塗料の硬化時間の５０％以上
１５０％以下であることが好ましい。
【００５１】
　また、本発明の塗装方法では、ウェットオンウェットにより積層された未硬化状態の塗
膜を安定させるために、前記焼付け処理（加熱処理）前に室温で静置（セッティング）さ
せることが好ましい。セッティング時間は通常１～２０分に設定される。
【００５２】
　更に、本発明において、より高級な外観を有する塗装体を得るためには、前記塗装方法
により得られた塗装体の前記上層の上に更に１種以上の塗料を塗布して加熱処理を施し、
表面層を形成することが好ましい。前記塗料としては、前記上層用塗料として例示したも
のを使用することができる。また、前記塗料の塗布方法としては、エアスプレー塗装やエ
アー静電スプレー塗装、回転霧化式静電塗装などの従来公知の方法が挙げられる。
【００５３】
　本発明の塗装体は、前記本発明の塗装方法により製造されたものであり、積層塗膜表面
の凹凸が従来のウェットオンウェットで製造した積層塗膜よりも十分に少なく、外観品質
が高度に優れている。また、基材上に下層を形成する塗料、上層を形成する塗料をウェッ
トオンウェットで積層した後に、同時に焼付けして積層塗膜を形成することにより、大幅
なエネルギ削減、コスト低減及び工程短縮を実現することができる。また、主溶媒として
水を用いた水性塗料を採用することにより、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出を削減す
ることができる。このような塗装体は、特に乗用車、トラック、バス、オートバイなどの
自動車用車体やその部品として有用である。
【実施例】
【００５４】
　以下、実施例及び比較例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に限定されるものではない。なお、焼付工程の焼付け後期における下層用塗料の収
縮率、上層用塗料の収縮率、及び下層用塗料と上層用塗料の収縮率の差の絶対値の算出は
以下の方法により行った。
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【００５５】
　＜焼付工程の焼付け後期における塗料の収縮率及び収縮率差の絶対値の算出＞
　まず、秤量したステンレス箔［１５ｃｍ×３ｃｍ×５０μｍ］に、上層用塗料（Ａ）及
び下層用塗料（Ｂ）をそれぞれ熱処理後の膜厚が積層塗膜での目標膜厚となるようにエア
スプレー塗装し、８０℃で３時間と真空（１０－２Ｔｏｒｒ以下）中、６０℃で９６時間
乾燥させて秤量し、更に１４０℃で３０分焼付けて秤量し、収縮率ω’を（３）式：
ω’＝１００（Ｙ－Ｚ）／（Ｚ－Ｘ）・・・・・・（３）
（式中、ω’は揮発性生成物に主として起因する収縮率（％）、Ｘはステンレス箔の重量
（ｇ）、Ｙは真空中、６０℃で９６時間乾燥後のステンレス箔と塗膜の重量（ｇ）、Ｚは
１４０℃で３０分焼付けた後のステンレス箔と塗膜の重量（ｇ）を示す。）
に基づいて算出した。
【００５６】
　なお、上層用塗料（Ｕ）及び下層用塗料（Ｌ）の収縮率（ω’）算出は、それぞれ、式
（３－１）及び（３－２）：

ωＵ’＝１００（ＹＵ－ＺＵ）／（ＺＵ－ＸＵ）・・・・・・（３－１）
ωＬ’＝１００（ＹＬ－ＺＬ）／（ＺＬ－ＸＬ）・・・・・・（３－２）
となる。
【００５７】
　次に、下層用塗膜の収縮率と上層用塗膜の収縮率との差の絶対値（｜Δω’｜）を（４
）式： 
｜Δω’｜＝｜ωＬ’－ωＵ’｜・・・・・・（４）
で算出した。
【００５８】
　（合成例１）水性ベース用アクリルエマルションＲ－１の調製
　まず、アクリル酸２－エチルヘキシル３１．５質量部、メタクリル酸ブチル７８．８質
量部、アクリル酸ブチル３７．８質量部、メタクリル酸２－ヒドロキシエチル６３．０質
量部、アクリル酸１６．４質量部、スチレン８７．６質量部、ｎ－ドデシルメルカプタン
３．２質量部、イオン交換水１１９質量部及びラテムル（ＰＤ－１０４）１７．５質量部
を混合し、ミキサーを用いて攪拌して乳化させ、モノマープレエマルションを調製した。
【００５９】
　次に、攪拌機、温度計、滴下ロート、還流冷却器及び窒素導入管などを備えた通常のア
クリル系樹脂エマルション製造用反応容器に、イオン交換水２８０質量部、ラテムルＰＤ
－１０４（花王ケミカル製）３．５質量部及びＡＰＳ水溶液（重合開始剤：過硫酸アンモ
ニウム、ＡＰＳ（Ａｌｄｒｉｃｈ製）０．７質量部と水７質量部を撹拌混合したもの）を
仕込み、撹持しながら８０℃に昇温した。次いで、この溶液に、前記モノマープレエマル
ションのうち５質量％を上記反応容器中に仕込み、８０℃で１０分保持した。その後、残
りのモノマープレエマルションを上記反応容器中に３時間かけて撹拌しながら滴下した。
滴下終了後、更に８０℃で１時間撹拌を継続して反応させた。その後、イオン交換水３２
２質量部を添加し、室温まで冷却した。冷却後、５０質量％ジメチルエタノールアミン水
溶液４０．５質量部を添加し１０分撹拌し、水酸基価８６、不揮発分２９質量％のアクリ
ルエマルションＲ－１を得た。
【００６０】
　（合成例２）溶剤型クリア用アクリル樹脂Ｒ－２の調製
　まず、攪拌機、温度計、滴下ロート、還流冷却器及び窒素導入管などを備えた通常のア
クリル系樹脂製造用反応容器に、ソルベッソ１００を２３５質量部仕込み、撹拌しながら
１３０℃に昇温した。
【００６１】
　次に、この反応容器に、アクリル酸２－エチルヘキシル９５質量部、メタクリル酸２－
ヒドロキシエチル１２０質量部、スチレン１５０質量部、メタクリル酸グリシジル１３５
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質量部、重合開始剤（日油社製、「パーキュアＯ」）４０質量部の混合物を仕込み、３時
間かけて撹拌しながら滴下した。滴下終了後、１３０℃で１時間撹拌を継続して反応させ
た。その後、パーキュアＯを１０質量部添加し、更に１３０℃で２時間撹拌を継続して反
応させた後、室温まで冷却し、水酸基価９４、エポキシ価１０７、不揮発分７０質量％の
アクリル樹脂Ｒ－２を得た。
【００６２】
　（合成例３）溶剤型クリア用アクリル樹脂Ｒ－３の調製
　まず、攪拌機、温度計、滴下ロート、還流冷却器及び窒素導入管などを備えた通常のア
クリル系樹脂製造用反応容器に、ソルベッソ１００を３１０質量部仕込み、撹拌しながら
１３０℃に昇温した。
【００６３】
　次に、この反応容器に、メタクリル酸ブチル１２５質量部、メタクリル酸２－エチルヘ
キシル２２５質量部、無水マレイン酸１５０質量部、ソルベッソ１００が５０質量部、パ
ーキュアＯ（重合開始剤、日油製）１００質量部の混合物を仕込み、３時間かけて撹拌し
ながら滴下した。滴下終了後、１３０℃で１時間撹拌を継続して反応させた。その後、重
合開始剤（日油社製、「パーキュアＯ」）１０質量部を添加し、更に１３０℃で２時間撹
拌を継続して反応させた後、６０℃まで冷却した。冷却後、トリエチルアミン４．６質量
部、メタノール７３．５質量部を添加し、６０℃で１２時間撹拌を継続して反応させた。
その後、室温まで冷却し、酸価１７２、不揮発分６１質量％のアクリル樹脂Ｒ－３を得た
。
【００６４】
　（合成例４）溶剤型クリア用アクリル樹脂Ｒ－４の調製
　まず、攪拌機、温度計、滴下ロート、還流冷却器及び窒素導入管などを備えた通常のア
クリル系樹脂製造用反応容器に、ソルベッソ１００を１９５質量部、酢酸ブチル６５質量
部を仕込み、撹拌しながら１３０℃に昇温した。
【００６５】
　次に、この反応容器に、メタクリル酸ブチル１６２．５質量部、アクリル酸４－ヒドロ
キシブチル１４９．５質量部、スチレン７８質量部、アクリル酸イソボルニル２６０質量
部、重合開始剤（日油社製、「パーキュアＯ」）５２質量部の混合物を仕込み、３時間か
けて撹拌しながら滴下した。滴下終了後、１３０℃で１時間撹拌を継続して反応させた。
その後、重合開始剤（日油社製、「パーキュアＯ」）１３質量部を添加し、更に１３０℃
で２時間撹拌を継続して反応させた後、酢酸ブチル７５質量部を添加し、室温まで冷却し
、水酸基価９０、不揮発分６５％のアクリル樹脂Ｒ－４を得た。
【００６６】
　（調製例１）水性ベース塗料Ｂ－１の調製
　容器に、合成例１で得たアクリルエマルションＲ－１を１９５．５質量部仕込み、これ
に、撹拌しながら親水性ポリイソシアネート（旭化成ケミカルズ製、「デュラネートＷＢ
４０－１００」）２２．３質量部、イオン交換水１２０質量部及びブチルグリコール２４
質量部を加えて５分間攪拌した。更に、アルカリ増粘剤（チバスペシャリティーケミカル
ズ社製、「Ｖｉｓｃａｌｅｘ　ＨＶ３０」）９．３質量部、ジメチルエタノールアミン３
．２質量部及びサーフィノール１０４ＤＰＭ（日信化学工業製）５．０質量部を加えて、
水性樹脂液を得た。
【００６７】
　また、別の容器にブチルグリコール２４質量部及びアルミペースト（ＥＣＫＡＲＴ社製
、「Ｈｙｄｒｏｌａｎ２１５６」）３０質量部添加し、その後、１時間撹持してアルミペ
ースト溶液を得た。
【００６８】
　次に、前記水性樹脂溶液３７９．３質量部にこのアルミペースト溶液５２．９質量部を
撹拌しながら添加し、更に１時間攪拌して不揮発分２３．７質量％の水性ベース塗料Ｂ－
１を得た。この水性ベース塗料Ｂ－１の収縮率ω’は０．５％であった。
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【００６９】
　（調製例２）水性ベース塗料Ｂ－２の調製
　合成例１で得たアクリルマルションＲ－１の仕込み量を２７１．２質量部に、デュラネ
ートＷＢ４０－１００の添加量を０質量部にした以外は調製例１と同様にして、水性ベー
ス塗料Ｂ－２を得た。この水性ベース塗料Ｂ－２の不揮発分は２１．１質量％であり、収
縮率ω’は１．６％であった。
【００７０】
　（調製例３）水性ベース塗料Ｂ－３の調製
　合成例１で得たアクリルマルションＲ－１の仕込み量を２５０．８質量部に、デュラネ
ートＷＢ４０－１００の代わりにメチル化メラミン樹脂（日本サイテックインダストリー
ズ社製、「サイメル３２５」）７．５質量部にした以外は調製例１と同様にして、水性ベ
ース塗料Ｂ－３を得た。この水性ベース塗料Ｂ－３の不揮発分は２１．７質量％であり、
収縮率ω’は２．０％であった。
【００７１】
　（調製例４）水性ベース塗料Ｂ－４の調製
　合成例１で得たアクリルマルションＲ－１の仕込み量を２３０．５質量部に、サイメル
３２５の添加量を１５質量部にした以外は調製例３と同様にして、水性ベース塗料Ｂ－４
を得た。この水性ベース塗料Ｂ－４の不揮発分は２２．３質量％であり、収縮率ω’は２
．６％であった。
【００７２】
　（調製例５）水性ベース塗料Ｂ－５の調製
　合成例１で得たアクリルマルションＲ－１の仕込み量を２１０．２質量部に、サイメル
３２５の仕込み量を２２．５質量部にした以外は調製例３と同様にして、水性ベース塗料
Ｂ－５を得た。この水性ベース塗料Ｂ－５の不揮発分は２３．０質量％であり、収縮率ω
’は２．９％であった。
【００７３】
　（調製例６）水性ベース塗料Ｂ－６の調製
　合成例１で得たアクリルエマルションＲ－１の仕込み量を１９５．５質量部に、サイメ
ル３２５の仕込み量を３０質量部にした以外は調製例３と同様にして、水性ベース塗料Ｂ
－６を得た。この水性ベース塗料Ｂ－６の不揮発分は２３．６質量％であり、収縮率ω’
は３．２％であった。
【００７４】
　（調製例７）水性ベース塗料Ｂ－７の調製
　合成例１で得たアクリルエマルションＲ－１の仕込み量を１６２．７質量部に、サイメ
ル３２５の仕込み量を４０質量部にした以外は調製例３と同様にして、水性ベース塗料Ｂ
－７を得た。この水性ベース塗料Ｂ－７の不揮発分は２４．６質量％であり、収縮率ω’
は３．６％であった。
【００７５】
　（調製例８）溶剤型クリア塗料Ｃ－１の調製
　容器に、合成例２で得た溶剤型クリア用アクリル樹脂Ｒ－２を４４３．３質量部、合成
例３で得た溶剤型クリア用アクリル樹脂Ｒ－３を３００．３質量部、ｎ－ブタノール１２
３．８質量部、ソルベッソ１００を２４．８質量部、キシレン１４．９質量部、２－メト
キシ－１－プロパノール３９．６質量部、チヌビン１２３（ＢＡＳＦ社製）９．９質量部
、チヌビン３８４－２（ＢＡＳＦ社製）９．９質量部、トリブチルアンモニウムブロミド
溶液（トリブチルアンモニウムブロミド０．９質量部とｎ－ブタノール９質量部を混合し
たもの）９．９質量部を仕込み、これに、撹拌しながらＢＹＫ－３７０（ＢＹＫ－Ｃｈｍ
ｉｅ製）２．８質量部、ＢＹＫ－３０６（ＢＹＫ－Ｃｈｍｉｅ製）５．２質量部、ディス
パロンＮＳＨ８４３０（楠本化成製）５．０質量部、ディスパロンＯＸ８８３（楠本化成
製）１．２質量部を添加し、更に１０分攪拌して不揮発分５２％の酸エポキシ硬化型の溶
剤型クリア塗料Ｃ－１を得た。この溶剤型クリア塗料Ｃ－１の収縮率ω’は１．１％であ



(13) JP 6021192 B2 2016.11.9

10

20

30

40

50

った。
【００７６】
　（調製例９）溶剤型クリア塗料Ｃ－２の調製
　容器に、合成例４で得た溶剤型クリア用アクリル樹脂Ｒ－４を７５９．３質量部、酢酸
ブチル１９７．４質量部、チヌビン１２３（ＢＡＳＦ社製）９．９質量部、チヌビン３８
４－Ｚ（ＢＡＳＦ社製）９．９質量部を仕込み、これに、撹拌しながらＢＹＫ－３７０（
ＢＹＫ－Ｃｈｍｉｅ製）２．８質量部、ＢＹＫ－３０６（ＢＹＫ－Ｃｈｍｉｅ製）５．１
質量部、ＢＹＫ－３９２（ＢＹＫ－Ｃｈｍｉｅ製）９．５質量部、ディスパロンＮＳＨ８
４３０（楠本化成）４．９質量部、ディスパロンＯＸ８８３（楠本化成製）１．２質量部
、ポリイソシアネート（旭化成ケミカル社製、「デュラネートＴＰＡ－１００」）１７５
質量部を添加し、更に１０分攪拌して不揮発分５９％のイソシアネート硬化型の溶剤型ク
リア塗料Ｃ－２を得た。この溶剤型クリア塗料Ｃ－２の収縮率ω’は０．２％であった。
【００７７】
　（実施例１）
　中塗り塗装及び電着塗装を施した鋼板（日本ルートサービス（株）製）の表面に、調製
例１で得た水性ベース塗料Ｂ－１（収縮率ω’：０．５％）を、焼付け後の膜厚が１５μ
ｍになるように塗装し、８０℃で３分間加熱して水及び有機溶剤などを揮発させた。次い
で、この水性ベース塗料Ｂ－１の層の上に、調製例９で得た溶剤型クリア塗料Ｃ－２（収
縮率ω’：０．２％）を焼付け後の膜厚が３５μｍになるように塗装し、水性ベース塗料
Ｂ－１と溶剤型クリア塗料Ｃ－２とをウェットオンウェットで積層した未硬化積層塗膜を
得た。
【００７８】
　この未硬化積層塗膜を室温で１０分間静置（セッティング）した後、硬化反応をさせる
ために１４０℃で３０分間の加熱処理（焼付け処理）を施して各層を硬化させ、積層塗膜
を得た。
【００７９】
　得られた積層塗膜について、ウェーブスキャン（ＢＹＫ－Ｇａｒｄｎｅｒ社製「Ｗａｖ
ｅ－Ｓｃａｎ　Ｄｕａｌ」）を用いてウェーブスキャン値〔ｄｕ（波長＜０．１ｍｍ）、
Ｗａ（波長０．１～０．３ｍｍ）、Ｗｂ（波長０．３～１ｍｍ）、Ｗｃ（波長１～３ｍｍ
）、Ｗｄ（波長３～１０ｍｍ）、Ｗｅ（波長１０～３０ｍｍ）〕を測定した。その結果を
表１に示す。これらのウェーブスキャン値は、値が小さいほど上層表面における当該波長
の凹凸が少ないことを示し、外観品質が優れることを意味する。ちなみに、ｄｕやＷａが
小さいほど光沢が優れ、ＷｄやＷｅが小さいほど肌がよいことを意味する。なお、要求外
観品質はＷａで２５以下である。
【００８０】
　また、焼付工程の焼付け後期における水性ベース塗料（下層用塗料）の収縮率と溶剤型
クリア塗料（上層用塗料）の収縮率の差の絶対値｜Δω’｜は０．３％であった。
【００８１】
　（実施例２）
　水性ベース塗料Ｂ－１の代わりに調製例２で得た水性ベース塗料Ｂ－２（収縮率ω’：
１．６％）を、溶剤型クリア塗料Ｃ－２の代わりに調製例８で得た溶剤型クリア塗料Ｃ－
１（収縮率ω’：１．１％）を用いた以外は実施例１と同様にして、積層塗膜を得た。得
られた積層塗膜について、実施例１と同様にしてｄｕ及びＷａ～Ｗｅを測定した。その結
果を表１に示す。なお、焼付工程の焼付け後期における水性ベース塗料（下層用塗料）の
収縮率と溶剤型クリア塗料（上層用塗料）の収縮率の差の絶対値｜Δω’｜は０．５％で
あった。
【００８２】
　（実施例３）
　溶剤型クリア塗料Ｃ－２の代わりに調製例８で得た溶剤型クリア塗料Ｃ－１（収縮率ω
’：１．１％）を用いた以外は実施例１と同様にして、積層塗膜を得た。得られた積層塗
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膜について、実施例１と同様にしてｄｕ及びＷａ～Ｗｅを測定した。その結果を表１に示
す。なお、焼付工程の焼付け後期における水性ベース塗料（下層用塗料）の収縮率と溶剤
型クリア塗料（上層用塗料）の収縮率の差の絶対値｜Δω’｜は０．６％であった。
【００８３】
　（実施例４）
　水性ベース塗料Ｂ－１の代わりに調製例３で得た水性ベース塗料Ｂ－３（収縮率ω’：
２．０％）を、溶剤型クリア塗料Ｃ－２の代わりに調製例８で得た溶剤型クリア塗料Ｃ－
１（収縮率ω’：１．１％）を用いた以外は実施例１と同様にして、積層塗膜を得た。得
られた積層塗膜について、実施例１と同様にしてｄｕ及びＷａ～Ｗｅを測定した。その結
果を表１に示す。なお、焼付工程の焼付け後期における水性ベース塗料（下層用塗料）の
収縮率と溶剤型クリア塗料（上層用塗料）の収縮率の差の絶対値｜Δω’｜は０．９％で
あった。
【００８４】
　（比較例１）
　水性ベース塗料Ｂ－１の代わりに調製例４で得た水性ベース塗料Ｂ－４（収縮率ω’：
２．６％）を、溶剤型クリア塗料Ｃ－２の代わりに調製例８で得た溶剤型クリア塗料Ｃ－
１（収縮率ω’：１．１％）を用いた以外は実施例１と同様にして、積層塗膜を得た。得
られた積層塗膜について、実施例１と同様にしてｄｕ及びＷａ～Ｗｅを測定した。その結
果を表１に示す。なお、焼付工程の焼付け後期における水性ベース塗料（下層用塗料）の
収縮率と溶剤型クリア塗料（上層用塗料）の収縮率の差の絶対値｜Δω’｜は１．５％で
あった。
【００８５】
　（比較例２）
　水性ベース塗料Ｂ－１の代わりに調製例５で得た水性ベース塗料Ｂ－５（収縮率ω’：
２．９％）を、溶剤型クリア塗料Ｃ－２の代わりに調製例８で得た溶剤型クリア塗料Ｃ－
１（収縮率ω’：１．１％）を用いた以外は実施例１と同様にして、積層塗膜を得た。得
られた積層塗膜について、実施例１と同様にしてｄｕ及びＷａ～Ｗｅを測定した。その結
果を表１に示す。なお、焼付工程の焼付け後期における水性ベース塗料（下層用塗料）の
収縮率と溶剤型クリア塗料（上層用塗料）の収縮率の差の絶対値｜Δω’｜は１．８％で
あった。
【００８６】
　（比較例３）
　水性ベース塗料Ｂ－１の代わりに調製例３で得た水性ベース塗料Ｂ－３（収縮率ω’：
２．０％）を用いた以外は実施例１と同様にして、積層塗膜を得た。得られた積層塗膜に
ついて、実施例１と同様にしてｄｕ及びＷａ～Ｗｅを測定した。その結果を表１に示す。
なお、焼付工程の焼付け後期における水性ベース塗料（下層用塗料）の収縮率と溶剤型ク
リア塗料（上層用塗料）の収縮率の差の絶対値｜Δω’｜は１．８％であった。
【００８７】
　（比較例４）
　水性ベース塗料Ｂ－１の代わりに調製例６で得た水性ベース塗料Ｂ－６（収縮率ω’：
３．２％）を、溶剤型クリア塗料Ｃ－２の代わりに調製例８で得た溶剤型クリア塗料Ｃ－
１（収縮率ω’：１．１％）を用いた以外は実施例１と同様にして、比較用積層塗膜を得
た。得られた比較用積層塗膜について、実施例１と同様にしてｄｕ及びＷａ～Ｗｅを測定
した。その結果を表１に示す。なお、焼付工程の焼付け後期における水性ベース塗料（下
層用塗料）の収縮率と溶剤型クリア塗料（上層用塗料）の収縮率の差の絶対値｜Δω’｜
は２．１％であった。
【００８８】
　（比較例５）
　水性ベース塗料Ｂ－１の代わりに調製例７で得た水性ベース塗料Ｂ－７（収縮率ω’：
３．６％）を、溶剤型クリア塗料Ｃ－２の代わりに調製例８で得た溶剤型クリア塗料Ｃ－
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１（収縮率ω’：１．１％）を用いた以外は実施例１と同様にして、比較用積層塗膜を得
た。得られた比較用積層塗膜について、実施例１と同様にしてｄｕ及びＷａ～Ｗｅを測定
した。その結果を表１に示す。なお、焼付工程の焼付け後期における水性ベース塗料（下
層用塗料）の収縮率と溶剤型クリア塗料（上層用塗料）の収縮率の差の絶対値｜Δω’｜
は２．５％であった。
【００８９】
　（比較例６）
　水性ベース塗料Ｂ－１の代わりに調製例６で得た水性ベース塗料Ｂ－６（収縮率ω’：
３．２％）を用いた以外は実施例１と同様にして、比較用積層塗膜を得た。得られた比較
用積層塗膜について、実施例１と同様にしてｄｕ及びＷａ～Ｗｅを測定した。その結果を
表１に示す。なお、なお、焼付工程の焼付け後期における水性ベース塗料（下層用塗料）
の収縮率と溶剤型クリア塗料（上層用塗料）の収縮率の差の絶対値｜Δω’｜は３．０％
であった。
【００９０】



(16) JP 6021192 B2 2016.11.9

10

20

30

40

50

【表１】

【００９１】
　表１に示した結果から明らかなように、本発明のように、下層及び上層の各層に熱硬化
型塗料を使用し、ウェットオンウェットにより積層して未硬化積層塗膜を得、その後焼付
け処理を施して水性ベース塗料（下層用塗料）の収縮率と溶剤型クリア塗料（上層用塗料
）の焼付け後期における収縮率の差の絶対値｜Δω’｜が１．０以下の範囲内で形成した
積層塗膜（実施例１～４）は、前記絶対値｜Δω’｜が１．０を超えている従来の積層塗
膜（比較例１～６）に比べてｄｕ及びＷａ～Ｗｄが小さく、外観品質が高度に優れたもの
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であることが確認された。すなわち、｜Δω’｜の減少に伴い、ｄｕ及びＷａ～Ｗｅは減
少する傾向を示すことが確認された。
【００９２】
　以上より、２種類の塗料をウェットオンウェットで積層して、焼付工程の焼付け後期に
おける前記下層用塗料と前記上層用塗料の収縮率差の絶対値を１．０％以下とすることに
よって、外観品質が高度に優れた積層塗膜を得ることができることが確認された。
【産業上の利用可能性】
【００９３】
　以上説明したように、本発明によれば、２種類の塗料をウェットオンウェットで積層し
て同時に焼付けて各層を硬化させても、上層表面の凹凸の発生が十分に抑制された積層塗
膜を得ることができる。これにより、肌（表面平滑性）や光沢など外観品質が高度に優れ
た塗装体を得ることができる。
　したがって、本発明は、２種類の塗料をウェットオンウェットで積層して同時に焼付け
る場合においても外観品質が高度に優れた塗装体を得ることができる塗装方法として有用
であり、特に乗用車、トラック、バス、オートバイなどの自動車用車体やその部品の塗装
方法として有用である。
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